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第2章 
寝屋川市と寝屋川市水道事業の概要 
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2.1 寝屋川市の概要 

（1） 寝屋川市の位置と地形 

6

本市は、大阪府の東北部、淀川左岸に位置し、大阪市域の中心より約15km、京都市域の中心より約35kmの距

離にあります。 

東部は交野市、西部は淀川を境として高槻市、摂津市に接し、南部は守口市、門真市、大東市および四條畷市、北

部は枚方市に隣接し、北河内地域の中心部に位置しています。行政区域内面積は、東西6.89km、南北6.74km、

面積24.73km2となっています。（図 2.1.1） 

地形は、市域の中心部を南北に走る国道170号（大阪外環状線）を境に、東部丘陵地帯と西部平坦地帯に大別で

きます。 

東部丘陵地帯は、生駒山系の一部で海抜50m前後で、最高点は市東端部の打上神社のある山が114.4mとな

っています。また、西部平坦地帯は主として沖積層からなる海抜2～3mの平地で形成されています。（図 2.1.2） 

図 2.1.1 寝屋川市の位置 図 2.1.2 寝屋川市の地形 

（出典：寝屋川市環境基本計画） 
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（2） 河川と交通機関 

市内を流れる主な河川として、西側を流れる淀川と東部丘陵地帯に源をもつ寝屋川があります。また、市内を縫

うように流れる、打上川、たち川、古川、楠根川、讃良川、友呂岐水路など中小河川や水路があり、東部丘陵地帯には、

池やため池が点在しています。（図 2.1.3） 

図 2.1.3 河川・水路・ため池 
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（出典：寝屋川市環境基本計画） 
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主要な幹線道路は、市内を南北に貫く国道1号と170号（大阪外環状線）があり、公共交通としては、中央部を京

阪本線が、東部にJR学研都市線がそれぞれ南北に縦断し、計4つの鉄道駅を配しています。（図 2.1.4） 
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図 2.1.4 主要な交通機関 

（出典：寝屋川市環境基本計画） 

資料／「関西道路地図」（昭文社） 
　　　「都市計画道路現況調査」（平成１１年度） 
　　　京阪バス「路線ルート図」 
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（3） 人口動態と人口密度 

3-1　人口動態 

市の人口は図 2.1.5に示しているように、昭和35年から50年にかけて、高度経済成長を背景とした社会増加に

よって急激な増加を示しましたが、昭和50年から60年にかけて人口動向は微増となり、昭和60年以降は25万人

～26万人の間でほぼ横ばいで推移し、平成7年をピークに減少傾向に転じています。最近では年間2,000人程度

の人口減少が続いています。 

3-2　人口密度（平成12年度国勢調査より） 

市の人口密度は1km2当たり10,141.8人で、全国では第11位、大阪府内では、守口市、大阪市、門真市、豊中市

についで、第5位と全国でも有数の人口密度の高い都市となっています。 

平成17年度国勢調査速報値では、1km2当たり9,778.6人に低下しています。 

図 2.1.5 人口の推移 
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（4） 産業構造 

産業別事業所数をみると、卸売・小売業・飲食店がほぼ半数を占め、次にサービス業が続いています。（図 2.1.6） 

産業（大分類）別就業者数では、第1次産業、第2次産業が減少傾向にあり、第3次産業についても平成7年まで

は増加していますが、平成12年では減少しています。（図 2.1.7） 

農地面積は、年々減少傾向をたどっています。（図 2.1.8） 

図 2.1.6 産業別事業所数の推移 図 2.1.7 産業(大分類)別就業者数 

図 2.1.8 経営耕地面積の推移 
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第２章   寝屋川市と寝屋川市水道事業の概要 

図 2.2.1 計画給水量の推移 

2.2 寝屋川市水道事業の概要 

（1） 水道事業の沿革 

市の水道事業は、昭和24年5月、京阪電鉄株式会社から施設、付帯設備の一式を譲り受け、寝屋川町上水道事業

として発足しました。 

昭和35年頃までは、人口50,000人程度の田園都市でしたが、高度経済成長による大都市への産業と人口の集

中は、大阪市をひかえ、地理的条件のよい本市の人口を急増させることとなり、昭和30年代後半から昭和50年代

前半まで、数次にわたる水道の拡張事業を重ねてきました。（図 2.2.1） 

しかし、その後、人口の伸びの鈍化に加え、琵琶湖・淀川水系の水質の悪化や浄水施設の経年化が進んだため、抜

本的な施設の整備が必要になってきました。 

平成6年2月には自己水系浄水場（第1浄水場、第2浄水場）を統合し、香里浄水場として給水を開始しました。平

成7年3月からは、大阪府営水道等からの受水系施設の集中監視が可能となり、全水道施設の一元管理を行ってい

ます。 

また、高度浄水処理については、平成9年6月にオゾン処理と粒状活性炭ろ過池の完成により給水を開始し、さら

に平成12年3月からは、生物処理施設の機能を追加しています。 
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（2） 水道事業の変遷 

主な水道事業の変遷を表 2.2.1にまとめています。 

第1期拡張事業では、創設当時の施設の整備改良に重点をおき、特に、旧第1浄水場の改良工事を行いました。 

第2期拡張事業では、人口の増加が著しく、水需要の増加に対処するため浄水場（旧第2浄水場）の新設に取り組

みました。 

第3期拡張事業では、水需要の急増に伴い大阪府営水道からの受水施設を整備しました。 

第4期拡張事業は、解散した茨田上水道組合の地域への給水を開始しました。（ほぼ現在の給水区域と同じ） 

第5期拡張事業は、人口の急増に伴う水需要の増加が計画を上まわる状況であったため、第4期事業を3ヶ年で

打ち切り、新たな拡張事業として施設の整備・拡充を図りました。 

第6期拡張事業では、第1・第2の2つの浄水場における排泥処理設備を拡充し、水質の管理強化を図ってきまし

た。 

第6期拡張（変更）事業は、琵琶湖・淀川水系の水質悪化や浄水施設の経年化に対し、香里浄水場（旧第2浄水場）

における水処理施設の更新と高度浄水処理施設を整備するとともに、集中監視制御システムを導入しました。 
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表 2.2.1 水道事業の変遷 

計画給水 
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（m3/日） 

総事業費 
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